様式第６号（第１５条関係）
事後審査型条件付き一般競争入札（総合評価落札方式）参加資格確認資料
	　　　　　　　　　　項　　　目
要　　　件
	内　　　　　　容
	備　　　　考

	(1)　地方自治法施行令
　第167条の４第1項（破産者など）
　　　〃　　第2項（入札参加制限）
	該当する・しない
該当する・しない
	

	(2)　建設業の許可及び有効期限
	特定　・　一般
年　月　日～
年　月　日
	許可通知書の写し添付

	(3)　市の建設工事入札参加資格審査
	業種　　　　　　　工事
格付　　　　　　　　級
	

	(4)　経営規模等評価結果通知書の総合評定値
	（Ｐ）　　　　　　　点
	入札参加資格認定時の経営規模等評価結果通知書の総合評定値

	(5)　建設業法に基づく本店、支店または営業所があること
栃木土木事務所管内に建設業法に基づく本店があること
	[bookmark: _GoBack]本　店、支店又は営業所
　　　　市・町
本　店　　　　　市・町
	建設業許可申請書の様式第一号及び別表（又は別紙二　営業所一覧表）の写しを添付

	(6)　主任（監理）技術者の配置
	資　　格　　有　・　無
工事経験　　有　・　無
	別記１に記載し添付

	(7)　同種・類似公共工事の元請けとしての施工実績
	有　　・　　無
	条件指定の場合、別記２に記載し添付

	(8)　市の指名停止
	該当する・しない
	

	(9)　設計業務等の受託者との関連
	有　　・　　無
	条件指定の場合

	(10)　下野市指定給水装置工事事業者の登録
	有　　・　　無
	条件指定の場合、下野市指定給水装置工事事業者証の写しを添付

	(11)　近接発注工事を受注していないこと
	有　　・　　無
	条件指定の場合



（注）
１　(4)について、平成29・30年度の一般（指名）競争入札参加資格申請時に提出した経営規模等評価結果通知書の写しを添付すること。
２　(5)について、建設業許可申請書の様式第一号及び別表（又は別紙二　営業所一覧表）を添付すること。
３　(6)の工事経験及び(7)(9)(10)(11)については、条件指定の場合のみ記載すること。
４　(6)について、資格の証明書等の写し及び雇用を証明する書類を添付すること。また、監理技術者の配置に関する条件指定がある場合は合格証・監理技術者資格者証の写しを添付すること。
５　(7)条件指定の場合にのみ別記２を作成し、請負契約書の写し及び工事の諸元並びに工法を記述したものを添付すること。
６　(10)について、条件指定の場合にのみ下野市指定給水装置工事事業者証の写しを添付すること。
　７　特定建設工事共同企業体を構成する全ての構成員について作成して提出すること（別記様式及び添付書類も同様）。

（別記1）

主任（監理）技術者の配置

商号又は名称：

	区　　　　　分
	主任（監理）
技術者氏名
	
	年　齢
	才

	所　属　会　社
	

	資　　　　　格
	

	監理技術者資格者証番号
	

	工　　　事　　　経　　　歴
	過去　　年間の工事経験

	
	工　　事　　名
	

	
	工　事　箇　所
	

	
	元請・下請の別
	

	
	請　負　金　額
	

	
	工　事　期　間
	　　　　　　　　　　　　　　　　日間

	
	
	年　　月　　日～　　　　　年　　月　　日

	
	工事概要・技術的
特記事項
	



（注）１　監理技術者にあっては、監理技術者資格者証の写しを添付すること。氏名にはふりがなを付けること。
２　工事経験に記載の工事に、主任（監理）技術者として従事したことを証明する書類（主任技術者専任通知書、工事台帳等）の写しを添付すること。
（別記2）
元請けとしての全国地域の施工実績

商号又は名称：
	年　度
	工　　　事　　　名
	工　事　箇　所
	発　　注　　者
	請負金額（万円）
（出資比率）
	工　事　期　間
	工事概要・
技術的特記事項

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


（注）１．この表には、過去概ね　　　年間においてこの公告の工事と同種又は類似の工事について、元請けとして施工した工事を記入すること。
２．工事箇所は、市町村名まで記入すること。
３．請負契約書の写し及び工事の諸元並びに工法を記述したものを添付すること。
４．共同企業体の場合は、協定書を添付し、出資比率を記入することと

